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１．経営成績等の概況
(１）当期の経営成績の概況

（当連結会計年度の経営成績)

当連結会計年度におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症の影響により、依然として厳しい状況が続く

中で、設備投資や生産において持ち直しの動きが見られました。しかしながら、年明けからの、新たな変異株の発

生による感染の再拡大に加えて、ウクライナ情勢の不透明感が見られる中での原油高、資材高などの影響が懸念さ

れる状況が続きました。

当社グループの事業環境は、設備工事事業につきましては、建設投資は底堅く推移しておりますが、受注競争の

激化や工期の延伸、資機材の高騰などが懸念される厳しい状況が続きました。精密環境制御機器の製造販売事業に

つきましては、新型コロナウイルス感染症の影響は軽減されましたが、ＦＰＤ（フラットパネルディスプレイ）製

造装置向け製品、半導体製造装置向け製品ともに、電子部品等の不足による生産計画の調整等により受注及び生産

は減少いたしました。

こうした事業環境の下で、当社グループは第17次中期経営計画の２年度に当たり、受注の確保と収益の向上に総

力を挙げて取り組んでまいりました。その結果、受注高は当初予想を上回りましたが、売上高は、主に設備工事事

業の受注時期が下期に偏ったこと等により当初予想を下回りました。利益面では、設備工事事業における受注競争

の激化や工期延伸が懸念される中で、原価低減による売上総利益率の改善、経費の削減努力により当初予想を上回

る成績を上げることができました。

○受注高　　　　82,002百万円　　（前年同期比　　　15.7％増加）

事業別の内訳は、設備工事事業は75,810百万円（前年同期比17.3％増加）、機器製造販売事業は6,192百万円

（前年同期比0.7％減少）となりました。

○売上高　　　　68,820百万円　　（前年同期比　　　 2.3％減少）

事業別の内訳は、設備工事事業は63,295百万円（前年同期比1.0％増加）、機器製造販売事業は5,525百万円（前

年同期比28.7％減少）となりました。

○営業利益　　　 2,287百万円　　（前年同期比　　　 2.3％増加）

売上高は減少しましたが、売上総利益率の改善により、売上総利益は前年同期比51百万円増加し、8,462百万円

となりました。販売費及び一般管理費は、前年同程度となり、営業利益は前年同期比52百万円増加し、2,287百万

円となりました。事業別の内訳は、設備工事事業は1,911百万円、機器製造販売事業は376百万円となりました。

○経常利益　　　 2,596百万円　　（前年同期比　　　 4.4％増加）

営業外収支は308百万円のプラスとなり、経常利益は前年同期比109百万円増加し、2,596百万円となりました。

○親会社株主に帰属する当期純利益　　　1,860百万円　　(前年同期比　　　2.1％増加)

特別損益に投資有価証券売却益360百万円等を計上し、親会社株主に帰属する当期純利益は前年同期比39百万円

増加し、1,860百万円となりました。
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(２）当期の財政状態の概況

①資産、負債及び純資産の状況

　当連結会計年度末の資産総額は72,081百万円で、前連結会計年度末比581百万円の増加となりました。主な増加

は、現金預金3,485百万円、主な減少は、完成工事未収入金等の売上債権2,404百万円及び投資有価証券903百万円

です。

　当連結会計年度末の負債総額は37,720百万円で、前連結会計年度末比112百万円の減少となりました。主な増加

は、未成工事受入金532百万円、主な減少は、長期借入金600百万円です。

　当連結会計年度末の純資産は34,360百万円で、前連結会計年度末比693百万円の増加となりました。主な増加

は、利益剰余金1,219百万円、主な減少は、その他有価証券評価差額金601百万円です。

②キャッシュ・フローの状況

　当連結会計年度末の現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前連結会計年度末より3,470百万円増加

し、19,390百万円となりました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　当連結会計年度における営業活動による資金の増加は4,648百万円（前年同期比6,108百万円の増加）となりまし

た。これは、主に税金等調整前当期純利益2,863百万円を計上しましたが、完成工事未収入金等の売上債権の回収

や未成工事受入金の収入が工事未払金等の仕入債務の支払や未成工事支出金等の棚卸資産の投入による支出を

3,992百万円上回ったことによる増加及び法人税等の支払492百万円によるものです。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　当連結会計年度における投資活動による資金の増加は89百万円（前年同期比259百万円の増加）となりました。

これは、主に有形・無形固定資産の取得による支出194百万円及び投資有価証券の売却による収入459百万円による

ものです。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　当連結会計年度における財務活動による資金の減少は1,297百万円（前年同期比155百万円の増加）となりまし

た。これは、主に長期借入金の返済600百万円及び配当金の支払640百万円によるものです。

(３）今後の見通し

設備工事事業におきましては、受注環境における価格競争の厳しさが続くものの建設投資は堅調に推移すると思

われますが、引き続き、施工における生産性の向上、利益管理の徹底に努めてまいります。機器製造販売事業にお

きましては、ＦＰＤ製造装置向け製品の生産及び販売は、大型パネル用の設備投資は一巡しましたが、中小型パネ

ル用の設備投資は、堅調に推移するものと思われます。また、半導体製造装置向け製品につきましては、データセ

ンターの需要等も堅調に推移すると思われますが、電子部品等の不足による生産計画の調整が続くことが懸念され

ております。

次年度の業績といたしましては、受注高78,300百万円、売上高79,600百万円、営業利益2,600百万円、経常利益

2,800百万円、親会社株主に帰属する当期純利益2,000百万円を見込んでおります。

２．会計基準の選択に関する基本的な考え方
当社グループは、連結財務諸表の期間比較可能性及び企業間の比較可能性を考慮し、日本基準を適用しておりま

す。

なお、ＩＦＲＳの適用につきましては、国内外の情勢を考慮の上、適切に対応していく方針であります。
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(2021年３月31日)

当連結会計年度
(2022年３月31日)

資産の部

流動資産

現金預金 16,028 19,513

受取手形・完成工事未収入金等 29,360 24,606

電子記録債権 2,678 5,029

製品 0 0

未成工事支出金 769 873

仕掛品 881 635

材料貯蔵品 132 145

その他 412 1,335

貸倒引当金 △1 △2

流動資産合計 50,262 52,136

固定資産

有形固定資産

建物・構築物 7,271 7,192

機械、運搬具及び工具器具備品 965 992

土地 1,944 1,944

リース資産 209 154

減価償却累計額 △4,732 △4,901

有形固定資産合計 5,658 5,383

無形固定資産 1,235 1,031

投資その他の資産

投資有価証券 13,194 12,290

その他 1,162 1,251

貸倒引当金 △12 △12

投資その他の資産合計 14,344 13,529

固定資産合計 21,237 19,944

資産合計 71,500 72,081

３．連結財務諸表及び主な注記
（１）連結貸借対照表
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(2021年３月31日)

当連結会計年度
(2022年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形・工事未払金等 17,091 17,058

電子記録債務 9,074 10,051

短期借入金 3,800 3,800

リース債務 53 38

未払法人税等 246 956

未成工事受入金 1,404 1,936

完成工事補償引当金 75 63

工事損失引当金 57 381

その他 2,883 1,290

流動負債合計 34,687 35,576

固定負債

長期借入金 600 －

リース債務 58 43

退職給付に係る負債 872 978

長期未払金 368 312

資産除去債務 30 37

繰延税金負債 1,217 771

固定負債合計 3,146 2,143

負債合計 37,833 37,720

純資産の部

株主資本

資本金 3,857 3,857

資本剰余金 3,742 3,760

利益剰余金 21,900 23,120

自己株式 △716 △691

株主資本合計 28,783 30,046

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 5,254 4,652

為替換算調整勘定 108 170

退職給付に係る調整累計額 △479 △509

その他の包括利益累計額合計 4,882 4,314

純資産合計 33,666 34,360

負債純資産合計 71,500 72,081
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　2020年４月１日
　至　2021年３月31日)

当連結会計年度
(自　2021年４月１日

　至　2022年３月31日)

売上高

完成工事高 62,685 63,295

製品売上高 7,750 5,525

売上高合計 70,435 68,820

売上原価

完成工事原価 55,703 55,701

製品売上原価 6,321 4,656

売上原価合計 62,024 60,357

売上総利益

完成工事総利益 6,982 7,594

製品売上総利益 1,429 868

売上総利益合計 8,411 8,462

販売費及び一般管理費

販売費及び一般管理費合計 6,175 6,175

営業利益 2,235 2,287

営業外収益

受取利息 2 1

受取配当金 246 268

不動産賃貸料 14 14

その他 52 75

営業外収益合計 316 360

営業外費用

支払利息 34 31

為替差損 11 －

コミットメントフィー 14 14

その他 4 5

営業外費用合計 64 51

経常利益 2,486 2,596

特別利益

固定資産売却益 0 0

投資有価証券売却益 96 360

訴訟損失引当金戻入額 142 －

特別利益合計 239 360

特別損失

固定資産処分損 1 1

投資有価証券評価損 23 0

投資有価証券売却損 0 －

減損損失 2 92

特別損失合計 28 93

税金等調整前当期純利益 2,697 2,863

法人税、住民税及び事業税 585 1,173

法人税等調整額 290 △170

法人税等合計 875 1,002

当期純利益 1,821 1,860

親会社株主に帰属する当期純利益 1,821 1,860

（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書
（連結損益計算書）
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(自　2020年４月１日
　至　2021年３月31日)

当連結会計年度
(自　2021年４月１日

　至　2022年３月31日)

当期純利益 1,821 1,860

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 1,818 △601

為替換算調整勘定 1 62

退職給付に係る調整額 91 △29

その他の包括利益合計 1,912 △568

包括利益 3,733 1,291

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 3,733 1,291

非支配株主に係る包括利益 － －

（連結包括利益計算書）
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(単位：百万円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 3,857 3,721 20,878 △743 27,713

当期変動額

剰余金の配当 △798 △798

親会社株主に帰属する当期
純利益

1,821 1,821

自己株式の取得 △0 △0

自己株式の処分 20 27 47

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

当期変動額合計 － 20 1,022 27 1,069

当期末残高 3,857 3,742 21,900 △716 28,783

その他の包括利益累計額

純資産合計
その他有価証券評価

差額金
為替換算調整勘定

退職給付に係る調整
累計額

その他の包括利益累
計額合計

当期首残高 3,435 106 △571 2,970 30,684

当期変動額

剰余金の配当 △798

親会社株主に帰属する当期
純利益

1,821

自己株式の取得 △0

自己株式の処分 47

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

1,818 1 91 1,912 1,912

当期変動額合計 1,818 1 91 1,912 2,982

当期末残高 5,254 108 △479 4,882 33,666

（３）連結株主資本等変動計算書

前連結会計年度（自　2020年４月１日　至　2021年３月31日）
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(単位：百万円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 3,857 3,742 21,900 △716 28,783

当期変動額

剰余金の配当 △640 △640

親会社株主に帰属する当期
純利益

1,860 1,860

自己株式の取得 △0 △0

自己株式の処分 18 24 42

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

当期変動額合計 － 18 1,219 24 1,262

当期末残高 3,857 3,760 23,120 △691 30,046

その他の包括利益累計額

純資産合計
その他有価証券評価

差額金
為替換算調整勘定

退職給付に係る調整
累計額

その他の包括利益累
計額合計

当期首残高 5,254 108 △479 4,882 33,666

当期変動額

剰余金の配当 △640

親会社株主に帰属する当期
純利益

1,860

自己株式の取得 △0

自己株式の処分 42

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

△601 62 △29 △568 △568

当期変動額合計 △601 62 △29 △568 693

当期末残高 4,652 170 △509 4,314 34,360

当連結会計年度（自　2021年４月１日　至　2022年３月31日）
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　2020年４月１日
　至　2021年３月31日)

当連結会計年度
(自　2021年４月１日

　至　2022年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 2,697 2,863

減価償却費 450 630

減損損失 2 92

投資有価証券評価損益（△は益） 23 0

貸倒引当金の増減額（△は減少） △1 1

訴訟損失引当金の増減額（△は減少） △142 －

工事損失引当金の増減額（△は減少） △141 323

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 102 64

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △460 －

長期未払金の増減額（△は減少） 368 △55

受取利息及び受取配当金 △249 △270

支払利息 34 31

為替差損益（△は益） △1 △7

固定資産処分損益（△は益） 1 0

投資有価証券売却損益（△は益） △96 △360

売上債権の増減額（△は増加） 8,024 2,404

未成工事支出金等の増減額（△は増加） 231 128

仕入債務の増減額（△は減少） △12,678 926

未成工事受入金の増減額（△は減少） 623 532

その他 558 △2,403

小計 △654 4,902

利息及び配当金の受取額 249 270

利息の支払額 △34 △31

訴訟関連損失の支払額 △398 －

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △622 △492

営業活動によるキャッシュ・フロー △1,459 4,648

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △123 △276

定期預金の払戻による収入 123 276

有形固定資産の取得による支出 △109 △104

有形固定資産の売却による収入 1 0

無形固定資産の取得による支出 △182 △90

投資有価証券の取得による支出 △36 △62

投資有価証券の売却による収入 169 459

その他 △12 △112

投資活動によるキャッシュ・フロー △170 89

財務活動によるキャッシュ・フロー

長期借入金の返済による支出 △600 △600

自己株式の取得による支出 △0 △0

配当金の支払額 △798 △640

その他 △54 △56

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,453 △1,297

現金及び現金同等物に係る換算差額 5 30

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △3,078 3,470

現金及び現金同等物の期首残高 18,997 15,919

現金及び現金同等物の期末残高 15,919 19,390

（４）連結キャッシュ・フロー計算書
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（５）連結財務諸表に関する注記事項
（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

（会計方針の変更）

（収益認識に関する会計基準等の適用）

　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」とい

う。）等を当連結会計年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該

財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することといたしました。これにより、従来

は請負工事契約に関して、進捗部分について成果の確実性が認められる工事には工事進行基準を、その他の工

事には工事完成基準を適用しておりましたが、一定の期間にわたり充足される履行義務は、期間がごく短い工

事を除き、履行義務の充足に係る進捗度を見積り、当該進捗度に基づき一定の期間にわたり収益を認識してお

ります。期間がごく短い工事は、工事完了時に収益を認識することとしております。なお、履行義務の充足に

係る進捗度の見積りの方法は、見積原価総額に対する発生原価の割合（インプット法）で算出しております。

また、履行義務の充足に係る進捗度を合理的に見積ることができないが、発生する費用を回収することが見込

まれる場合には、原価回収基準にて収益を認識しております。

　収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従っ

ており、当連結会計年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、当連結会計年

度の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。ただし、収益認識会

計基準第86項に定める方法を適用し、当連結会計年度の期首より前までに従前の取扱いに従ってほとんどすべ

ての収益の額を認識した契約に、新たな会計方針を遡及適用しておりません。

　この結果、当連結会計年度の売上高が14百万円、売上原価が14百万円それぞれ減少しておりますが、営業利

益、経常利益及び税金等調整前当期純利益に与える影響はありません。なお、利益剰余金の当期首残高に与え

る影響はありません。また、１株当たり情報に与える影響もありません。

（時価の算定に関する会計基準等の適用）

　「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号　2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」とい

う。）等を当連結会計年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」

（企業会計基準第10号　2019年７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等

が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することといたしました。これにより、その他有価証券のう

ち時価のある株式の評価方法については、決算期末日前１か月の市場価格の平均に基づく時価法から、決算日

における時価法に変更しております。なお、当連結会計年度の連結財務諸表に与える影響は軽微であります。

（原価計算方法の変更）

　当社は、今般、新基幹システム稼働を契機に、工事毎の原価の集計範囲を見直し、従来、全般業務として配

賦していた社員人件費の一部を、当連結会計年度の期首より、工事毎に集計する方法に変更しております。こ

れは、工事毎の原価を新たに入手可能となったデータをもとに、より精緻に集計及び管理することで、未成工

事支出金の評価及び期間損益計算をより適切に行うとともに利益管理の徹底を図ることができると判断したも

のであります。この会計方針の変更は、過年度に関する必要なデータが蓄積されておらず、遡及適用に係る原

則的な取扱いが実務上不可能であるため、当該変更は当連結会計年度から将来にわたり適用しております。こ

の変更により、当連結会計年度において、完成工事原価が141百万円減少、営業利益、経常利益、税金等調整

前当期純利益がそれぞれ141百万円増加しております。
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（追加情報）

（新型コロナウイルス感染症拡大に伴う会計上の見積りについて）

　当社グループにおきましては、従来、新型コロナウイルス感染症は2022年３月期に収束すると仮定しており

ましたが、現状を鑑み、2023年３月期以降も継続するものとして仮定を変更しております。事業活動への影響

も想定されますが、業績への影響は軽微であると仮定し、固定資産の減損等の会計上の見積りを行っておりま

す。

　なお、現在入手可能な情報に基づいて会計上の見積りを行っておりますが、新型コロナウイルス感染症の感

染拡大の状況や影響について不確定要素が多いため、その状況によっては、今後の当社グループの財政状態、

経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

（セグメント情報）

１．報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営資

源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

当社は、「設備工事事業」、「機器製造販売事業」の２つを報告セグメントとしております。

設備工事事業につきましては、空気調和衛生設備の技術を核として、その設計・監督・施工を主な事業として

おります。

機器製造販売事業につきましては、設備工事事業と合わせて、空気調和、温湿度調整の技術を活かし、半導体

やＦＰＤ（フラットパネルディスプレイ）製造装置向けの精密環境制御機器を主とした環境機器の製造販売を行

っております。

２．報告セグメントごとの売上高、利益、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、連結財務諸表を作成するために採用される会計方針に準

拠した方法であります。

報告セグメントの利益は営業利益ベースの数値であります。セグメント間の内部売上高は市場実勢価格に基づ

いております。

また、（会計方針の変更）に記載のとおり、当社は、今般、新基幹システム稼働を契機に、工事毎の原価の集

計範囲を見直し、従来、全般業務として配賦していた社員人件費の一部を、当連結会計年度の期首より、工事毎

に集計する方法に変更しております。

これにより、従来の方法と比べて当連結会計年度のセグメント利益が「設備工事事業」で141百万円増加して

おります。
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（単位：百万円）

報告セグメント
調整額
（注）１

連結
財務諸表
計上額

設備工事
事　　業

機器製造
販売事業

合　計

売上高

(1）外部顧客への売上高 62,685 7,750 70,435 － 70,435

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
6 － 6 △6 －

計 62,691 7,750 70,442 △6 70,435

セグメント利益（注）２ 1,430 804 2,235 － 2,235

セグメント資産 34,991 8,637 43,628 27,871 71,500

その他の項目

減価償却費 289 160 450 － 450

有形固定資産及び無形固定

資産の増加額
113 177 290 － 290

減損損失（注）３ 2 － 2 － 2

（単位：百万円）

報告セグメント
調整額
（注）１

連結
財務諸表
計上額

設備工事
事　　業

機器製造
販売事業

合　計

売上高

(1）外部顧客への売上高 63,295 5,525 68,820 － 68,820

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
2 － 2 △2 －

計 63,298 5,525 68,823 △2 68,820

セグメント利益（注）２ 1,911 376 2,287 － 2,287

セグメント資産 38,523 6,466 44,990 27,090 72,081

その他の項目

減価償却費 454 175 630 － 630

有形固定資産及び無形固定

資産の増加額
213 31 244 － 244

減損損失（注）３ 85 6 92 － 92

３．報告セグメントごとの売上高、利益、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

前連結会計年度（自　2020年４月１日　至　2021年３月31日）

（注）１．調整額は以下のとおりであります。

セグメント資産の調整額の主なものは提出会社での余資運用資金（現金預金）及び長期投資資金（投

資有価証券）等であります。

２．セグメント利益の合計額は、連結損益計算書の営業利益と一致しております。

３．減損損失の内訳は電話加入権（無形固定資産）２百万円であります。

当連結会計年度（自　2021年４月１日　至　2022年３月31日）

（注）１．調整額は以下のとおりであります。

セグメント資産の調整額の主なものは提出会社での余資運用資金（現金預金）及び長期投資資金（投

資有価証券）等であります。

２．セグメント利益の合計額は、連結損益計算書の営業利益と一致しております。

３．減損損失の内訳は建物91百万円及び電話加入権（無形固定資産）１百万円であります。
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項目
前連結会計年度

(自　2020年４月１日
至　2021年３月31日)

当連結会計年度
(自　2021年４月１日
至　2022年３月31日)

１株当たり純資産額 2,629.90円 2,678.31円

１株当たり当期純利益 142.38円 145.11円

項目
前連結会計年度

(自　2020年４月１日
至　2021年３月31日)

当連結会計年度
(自　2021年４月１日
至　2022年３月31日)

純資産の部の合計額 (百万円) 33,666 34,360

普通株式に係る純資産額 (百万円) 33,666 34,360

普通株式の発行済株式数 (千株) 13,600 13,600

普通株式の自己株式数 (千株) 798 770

１株当たり純資産額の算定

に用いられた普通株式の数
(千株) 12,801 12,829

項目
前連結会計年度

(自　2020年４月１日
至　2021年３月31日)

当連結会計年度
(自　2021年４月１日
至　2022年３月31日)

親会社株主に帰属する

当期純利益
(百万円) 1,821 1,860

普通株主に帰属しない金額 (百万円) － －

普通株式に係る親会社株主に

帰属する当期純利益
(百万円) 1,821 1，860

普通株式の期中平均株式数 (千株) 12,791 12,820

（１株当たり情報）

　（注）１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。

２．2022年４月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。前連結会計年度の期首に

当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益を算定しております。

　３．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

４．１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

（重要な後発事象）

（株式分割及び株式分割に伴う定款の一部変更）

当社は、2022年２月10日開催の取締役会の決議に基づき、2022年４月１日付で株式分割及び株式分割に伴

う定款の一部変更を行っております。

（１）株式分割の目的

投資単位あたりの金額を引き下げることで投資家の皆様がより投資しやすい環境を整え、株式の流動

性を高めるとともに、投資家層の拡大を図ることを目的としております。
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株式分割前の発行済株式総数 6,800,000株

今回の分割により増加する株式数 6,800,000株

株式分割後の発行済株式総数 13,600,000株

株式分割後の発行可能株式総数 54,400,000株

基準公告日 2022年３月15日

基準日 2022年３月31日

効力発生日 2022年４月１日

変更前定款 変更後定款

第２章　株　式 第２章　株　式

第６条 （発行可能株式総数）

当会社の発行可能株式総数は、2,720

万株とする。

第６条 （発行可能株式総数）

当会社の発行可能株式総数は、5,440

万株とする。

（２）株式分割の概要

①　分割の方法

2022年３月31日を基準日として、同日最終の株主名簿に記載または記録された株主の所有する普通

株式１株につき、２株の割合をもって分割いたしました。

②　分割により増加する株式数

③　分割の日程

④　１株当たり情報に及ぼす影響

１株当たり情報に及ぼす影響については、（１株当たり情報）に記載しております。

（３）株式分割に伴う定款の一部変更

①　定款変更の理由

今回の株式分割に伴い、会社法第184条第２項の規定に基づき、2022年４月１日をもって、当社定

款第６条に定める発行可能株式総数を変更いたしました。

②　定款変更の内容

変更の内容は以下のとおりであります。

（下線は変更部分を示しております。）

③　定款変更の日程

効力発生日　　　　　2022年４月１日

（４）その他

今回の株式分割に際して、資本金の額の変更はありません。
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 区　　　　分

前連結会計年度 当連結会計年度

増減(自　2020年４月１日

　至　2021年３月31日)

(自　2021年４月１日

　至　2022年３月31日)

受

注

高

設 備 工 事 事 業 64,614 75,810 11,195

機 器 製 造 販 売 事 業 6,236 6,192 △43

合 計 70,851 82,002 11,151

売

上

高

設 備 工 事 事 業 62,685 63,295 610

機 器 製 造 販 売 事 業 7,750 5,525 △2,225

合 計 70,435 68,820 △1,614

繰

越

高

設 備 工 事 事 業 58,320 70,835 12,514

機 器 製 造 販 売 事 業 4,270 4,937 667

合 計 62,591 75,773 13,182

 区　　　　分

前事業年度 当事業年度

増減(自　2020年４月１日

　至　2021年３月31日)

(自　2021年４月１日

　至　2022年３月31日)

受

注

高

設 備 工 事 事 業 62,759 73,015 10,255

機 器 製 造 販 売 事 業 6,236 6,192 △43

合 計 68,996 79,208 10,212

売

上

高

設 備 工 事 事 業 61,218 61,771 553

機 器 製 造 販 売 事 業 7,750 5,525 △2,225

合 計 68,968 67,297 △1,671

繰

越

高

設 備 工 事 事 業 57,852 69,096 11,244

機 器 製 造 販 売 事 業 4,270 4,937 667

合 計 62,122 74,034 11,911

４．その他
（１）事業種別受注高・売上高・繰越高

〔連結〕

（単位：百万円）

〔個別〕

（単位：百万円）
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（２）．役員の異動(2022年6月29日付予定） 

　1. 代表取締役の異動

該当事項はありません

　2. その他の取締役、監査役の異動

該当事項はありません

　3. 執行役員の異動 　 　

　　(1)新任執行役員候補 　　 　

執行役員 東北支店長 末 永 陽 亮  (現　東北支店長）

　　(2)退任予定執行役員

常務執行役員　本店営業担当 新 井 治  (本店顧問就任予定）

常務執行役員　九州支店担当 中 島 重 雄  (九州支店顧問就任予定）

上席執行役員 総務本部総務部担当 髙 須 祥 元  (総務本部顧問就任予定）

　　　　　　 兼 総務本部人事部担当

　　　　　　 兼 総務本部法務コンプライアンス部長

上席執行役員 技術本部技術研究所担当 河 野 仁 志  (技術本部顧問就任予定）

執行役員 技術本部海外事業部担当 磯 野 一 智  (技術本部顧問就任予定）

　　(3)昇格

常務執行役員　大阪支社長 西 岡 毅  (現　上席執行役員 大阪支社長)

取締役　常務執行役員　本店長 菊 池 眞 治  (現　取締役　上席執行役員 本店長)

取締役　常務執行役員　技術本部長 服 部 充  (現　取締役　上席執行役員 技術本部長)

上席執行役員　経営統括グループ統括 岡 本 如 司  (現　執行役員 経営統括グループ統括

　　　　　　　兼 経営統括グループ経営企画室長 　　　　　　兼 経営統括グループ経営企画室長）

上席執行役員　内部監査室長 清 水 紀 彦  (現　執行役員 内部監査室長)

上席執行役員　横浜支店長 小 澤 信  (現　執行役員 横浜支店長)

　　　　　　　　　　　   　　　以　上
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補足資料

2022年6月29日付予定役員体制

代表取締役社長 髙 須 康 有

取締役副社長 亀 田 道 也

取 締 役 中 村 健

取 締 役 中 野 勉

取 締 役 菊 池 眞 治

取 締 役 服 部 充

取 締 役 （社外） 井 上 幸 彦

取 締 役 （社外） 渡 邊 啓 司

取 締 役 （社外） 田 村 昭 二

常 任 監 査 役 （常勤） 筑 崇

常 任 監 査 役 （常勤 社外） 福 原 孝 弘

監 査 役 （社外） 牛 島 信

監 査 役 （社外） 下 條 弘

執　　行　　役　　員（※は、取締役兼務）

※ 社長執行役員 髙 須 康 有

※ 副社長執行役員 総務本部長 亀 田 道 也

※ 常務執行役員 営業副本部長 兼 営業本部海外営業担当 中 村 健

※ 常務執行役員 営業本部長 中 野 勉

常務執行役員 大阪支社長 西 岡 毅

※ 常務執行役員 本店長 菊 池 眞 治

※ 常務執行役員 技術本部長 服 部 充

上席執行役員 営業本部営業担当 國 元 卓

上席執行役員 本店副本店長 亀 山 毅

上席執行役員 経営統括グループ統括 岡 本 如 司

　兼 経営統括グループ経営企画室長

上席執行役員 内部監査室長 清 水 紀 彦

上席執行役員 横浜支店長 小 澤 信

執 行 役 員 名古屋支店長 橋 口 真 二

執 行 役 員 北海道支店長 鈴 木 利 晴

執 行 役 員 営業副本部長 兼 営業本部戦略担当 中 川 和 浩

執 行 役 員 東北支店長 末 永 陽 亮

以　　上

取  締  役  お  よ  び  監  査  役
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